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■
経
済
再
生
の
前
進
と
最
近
の
景
気
動
向

　

日
本
経
済
は
、
２
０
１
２
年
末
に
持

ち
直
し
に
転
じ
て
以
降
、
総
じ
て
み
れ

ば
、
個
人
消
費
を
中
心
に
内
需
が
主
導

す
る
形
で
回
復
し
て
き
た
。
２
０
１
５

年
１
‐
３
月
期
の
実
質
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を
、
景

気
が
持
ち
直
し
に
転
じ
た
２
０
１
２
年

10
‐
12
月
期
と
の
対
比
で
み
る
と
２
・

４
％
増
加
し
て
い
る(

第
１
図)

。

　

ま
た
、
２
０
１
４
年
度
の
企
業
収
益

は
、
２
０
１
３
年
度
に
続
き
、
過
去
最

高
水
準
と
な
っ
た(

次
頁
第
２
図)

。

　

さ
ら
に
、
雇
用
・
所
得
環
境
の
改
善

が
続
く
な
ど
、
経
済
の
好
循
環
が
着
実

に
回
り
始
め
て
お
り
、
お
よ
そ
四
半
世

紀
ぶ
り
と
な
る
良
好
な
経
済
状
況
で
あ

る
。

■ 

好
循
環
の
進
展
と
デ
フ
レ
脱
却
に
向

け
た
動
き

　

労
働
需
給
は
非
製
造
業
を
中
心
に
引

き
締
ま
り
つ
つ
あ
る
。

　

好
調
な
企
業
収
益
が
賃
金
の
上
昇
へ

波
及
し(

次
頁
第
３
図)

、
経
済
の
好
循

環
が
進
展
し
て
い
る
。

　

物
価
に
つ
い
て
は
、
消
費
者
物
価
は

２
０
１
３
年
春
以
降
、
お
お
む
ね
緩
や

か
に
上
昇
し
て
い
る
。

■ 

「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」
の
進
展

状
況
と
そ
の
効
果
、
経
済
と
財
政
の

一
体
的
改
革
に
向
け
て

　
「
量
的
・
質
的
金
融
緩
和
」導
入
頃
か
ら
、

予
想
物
価
上
昇
率
は
上
昇
し
て
い
る
。

　

日
本
銀
行
以
外
の
主
体
で
は
、
全
体

と
し
て
国
債
か
ら
そ
れ
以
外
の
資
産
へ

の
シ
フ
ト
が
み
ら
れ
る
。
国
内
銀
行
で

は
緩
や
か
な
が
ら
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
・

リ
バ
ラ
ン
ス
が
進
ん
で
い
る
。

　

中
小
企
業
は
、
運
転
資
金
を
中
心
に

資
金
の
調
達
を
増
加
、
企
業
活
動
を
拡

四半世紀ぶりの成果と
再生する日本経済

　本白書は、経済財政の動きを分析し、短期的・中長期的な課題についてま
とめた報告です。「景気動向と好循環の進展」、「成長力強化に向けた労働市場
の課題」、「イノベーション・システムと生産性の向上」という３章立ての構成
となっています。ここでは、その概要をご紹介します。

第１図　 実質ＧＤＰ累積成長率

内閣府「国民
経済計算」に
より作成

経 済 財 政 白 書平成27年版

景
気
動
向
と
好
循
環
の
進
展

第１章



11

■ 

国
内
労
働
力
の
更
な
る
活
用
に
向
け

た
課
題

　

我
が
国
の
30
〜
40
歳
代
の
女
性
の
労

第２図　企業の経常利益と売上高経常利益率

第３図　定期昇給を含む賃金引上げ率

厚生労働省「賃金引上げ等の
実態に関する調査」、日本労
働組合総連合会「春季生活闘
争」等により作成

財務省「法人企業統計」により作成

第４図　雇用形態別にみた企業の雇用スタンスの変化

内閣府「企業の人的資本の活用に関する意識調査」により作成

成
長
力
強
化
に
向
け
た
労
働

市
場
の
課
題

第２章 大
し
て
い
る
。

　

債
務
残
高
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
は
デ
フ
レ
下

で
持
続
的
に
上
昇
。
２
０
１
１
年
度
以

降
、
上
昇
傾
向
に
歯
止
め
が
か
か
り
つ

つ
あ
る
が
、引
き
続
き
、デ
フ
レ
脱
却
・

経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
一
体
的
取

組
の
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

働
力
率
は
な
お
低
め
で
あ
り
、
活
躍
の

余
地
が
あ
る
。

　

女
性
の
パ
ー
ト
が
先
進
諸
国
並
み
に

フ
ル
タ
イ
ム
化
す
る
、
も
し
く
は
出

産
・
育
児
に
専
念
し
て
い
る
女
性
が
労

働
参
加
す
れ
ば
、
総
労
働
供
給
は
１
・

５
％
程
度
増
加
す
る
見
込
み
で
あ
る
。

　

労
働
需
給
が
引
き
締
ま
り
つ
つ
あ
る

中
、
全
体
的
に
正
社
員
に
対
す
る
雇
用

ス
タ
ン
ス
は
積
極
化
し
て
い
る
。
加
え

て
、
運
輸
・
小
売
・
宿
泊
・
飲
食
業
で

は
、
限
定
正
社
員
や
無
期
パ
ー
ト
の
雇

用
を
進
め
る
こ
と
で
、
人
材
の
定
着
を

図
る
動
き
が
顕
著
で
あ
る(

第
４
図)

。
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い(

第
６
図)

。
限
り
あ
る
労
働
力
を
よ

り
効
率
的
に
配
置
し
て
い
く
た
め
に
、

失
業
な
き
労
働
移
動
を
促
進
し
て
い
く

こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。

　

マ
ク
ロ
の
労
働
生
産
性
を
高
め
て
い

く
た
め
に
は
、
生
産
性
の
高
い
業
種
へ

の
労
働
移
動
だ
け
で
な
く
、
個
別
産
業

ご
と
に
労
働
生
産
性
上
昇
率
を
高
め
て

い
く
こ
と
の
効
果
が
大
き
い
。

　

企
業
単
位
で
み
る
と
、
高
収
益
企
業

（
Ｒ
Ｏ
Ａ
が
高
い
企
業
）
ほ
ど
雇
用
者

数
の
伸
び
率
が
高
く
、
生
産
性
の
高
い

企
業
へ
と
労
働
力
が
シ
フ
ト
し
て
い
る
。

第７図　高収益企業・低収益企業の雇用者数の伸び率

第６図　平均失業期間の国際比較

■
低
成
長
下
で
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
活
動

　

１
９
９
０
年
代
初
以
降
に
み
ら
れ
た

長
期
的
な
経
済
停
滞
の
背
景
に
は
非
製

造
業
や
中
小
企
業
を
中
心
に
生
産
性
の

伸
び
悩
み
が
あ
っ
た
。

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
シ
ス
テ
ム

と
生
産
性
の
向
上

第３章

Bureau van Dijk 社“Osiris”、日経NEEDS Financial Quest により作成。上場企業が対象

た
だ
し
、
こ
う
し
た
シ
フ
ト
の
動
き
は

徐
々
に
弱
ま
っ
て
い
る
可
能
性
が
あ
る

(

第
７
図)

。

　

高
収
益
企
業
と
低
収
益
企
業
の
雇
用

の
伸
び
率
格
差
の
縮
小
は
、
①
製
造
業

で
は
低
収
益
企
業
で
雇
用
減
少
が
小
幅

に
と
ど
ま
る
こ
と
、
②
非
製
造
業
で
は

新
規
上
場
企
業
が
少
な
く
な
っ
て
い
る

こ
と
、
③
製
造
業
・
非
製
造
業
と
も
に

高
収
益
企
業
で
の
雇
用
の
伸
び
が
小
さ

く
な
っ
て
い
る
こ
と
等
が
背
景
。
労
働

移
動
の
円
滑
化
や
、
新
規
事
業
の
創
出
、

ミ
ス
マ
ッ
チ
の
解
消
等
が
必
要
で
あ
る
。

　

労
働
生
産
性
が
伸
び
悩
む
下
で
、
地

方
ほ
ど
労
働
需
給
の
引
締
り
の
ペ
ー
ス

が
速
い
。

　

地
方
か
ら
の
労
働
力
の
流
出
が
続
く

な
か
、
生
活
基
盤
を
支
え
る
個
人
サ
ー

ビ
ス
業
に
つ
い
て
は
、
集
積
の
効
果
を

高
め
る
ほ
か
、
地
域
の
特
色
を
活
か
し

た
稼
ぐ
力
の
強
化
が
必
要
で
あ
る
。

　

企
業
は
、
パ
ー
ト
等
の
無
期
化
や
、
正

社
員
の
能
力
・
成
果
を
よ
り
重
視
し
た
賃

金
体
系
へ
の
見
直
し
に
よ
っ
て
、
貢
献
度
改

善
を
期
待
し
て
い
る
。
教
育
・
訓
練
投
資

の
充
実
等
を
労
働
生
産
性
向
上
に
結
び
付

け
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る(

第
５
図)

。

　

好
業
績
企
業
は
、
こ
れ
ま
で
有
期
雇
用

者
を
増
や
し
て
き
た
が
、
先
行
き
は
正
社

員
化
や
無
期
化
を
展
望
。
人
的
資
本
の
活

用
方
法
の
見
直
し
等
が
期
待
さ
れ
る
。

■
円
滑
な
労
働
移
動
と
経
済
成
長

　

我
が
国
の
労
働
移
動
の
規
模
は
小
さ

第５図　働きぶりや貢献度を改善させるために効果が大きい施策

内閣府「企業の
人的資本の活用
に関する意識調
査」により作成

OECD.stat により作成
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第８図　 主要国における製造業と非製造業の研究開発費の割合

第９図　 ベンチャー・キャピタル投資（ＧＤＰ比）の国際比較（2010 年代初）

第10図　企業収益力指標の国際比較　ROEの推移

Bureau van Dijk 社“Osiris”により作成

文部科学省 科学技術・学術政策研究所「科学技術指標2014」により作成

OECD “Economic Surveys:Japan 2015”により作成

　

先
進
国
で
共
通
す
る
サ
ー
ビ
ス
産
業

(
相
対
的
に
生
産
性
上
昇
が
低
い)

へ
の

経
済
構
造
の
シ
フ
ト
が
経
済
全
体
の
生

産
性
に
与
え
る
影
響
は
、
こ
の
20
年
間

を
み
れ
ば
限
定
的
で
あ
る
。

　

経
済
全
体
の
生
産
性
を
高
め
る
た
め

に
は
、
個
別
産
業
の
生
産
性
を
さ
ら
に

高
め
て
い
く
こ
と
が
重
要
。
ま
た
、
生

産
性
上
昇
が
高
い
分
野
へ
の
資
源
配
分

を
促
す
こ
と
も
大
事
で
あ
る
。

　

サ
ー
ビ
ス
産
業
で
は
生
産
性
を
高
め

る
余
地
が
大
き
い
と
み
ら
れ
る
が
、
Ｉ

Ｃ
Ｔ
投
資
の
更
な
る
活
用
や
諸
外
国
に

比
べ
て
低
い
研
究
開
発
活
動
の
促
進

(

第
８
図)

、
経
営
人
材
の
育
成
も
重
要

で
あ
る
。

　

研
究
開
発
や
特
許
出
願
と
い
っ
た
、

官
民
合
わ
せ
た
我
が
国
全
体
の
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
取
組
は
積
極
的
。
他

方
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
効
率
性
に
は

課
題
も
あ
る
。

　

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
生
み
出
し
そ
の

果
実
を
経
済
成
長
に
結
び
付
け
て
い
く

経
済
社
会
全
体
を
視
野
に
入
れ
た
イ
ノ

ベ
ー
シ
ョ
ン
・
シ
ス
テ
ム
（
制
度
的
枠

組
）
の
構
築
が
重
要
で
あ
る
。

■ 

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
活
動
の
促
進
に
向
け
て

　

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
・
シ
ス
テ
ム
の
改

善
に
向
け
、
企
業
や
業
種
、
ま
た
産
学

官
と
い
っ
た
部
門
を
超
え
た
人
材
の
交

流
が
鍵
と
な
る
。

　

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
、
産
業
の

新
陳
代
謝
の
促
進
に
向
け
、
大
企
業
だ

け
で
は
な
く
、
競
争
力
を
有
す
る
中
小

企
業
、
特
に
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
へ
の
成

長
資
金
の
供
給
が
重
要
で
あ
る(

第
９

図)

。

　

海
外
と
の
連
携
を
み
て
も
、
特
許
の

出
願
に
占
め
る
国
際
共
同
出
願
の
割
合

が
低
い
。
オ
ー
プ
ン
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
の
推
進
に
向
け
た
取
組
が
重
要
で
あ

る
。

　

日
本
企
業
の
Ｒ
Ｏ
Ｅ
は
国
際
的
に
み

て
も
低
い
水
準
で
推
移(

第
10
図)

し

て
い
る
。
た
だ
し
、２
０
１
３
年
以
降
、

こ
う
し
た
収
益
力
指
標
に
改
善
の
動
き

が
見
ら
れ
る
。
他
方
、
欧
米
と
同
様
、

日
本
企
業
で
も
内
部
留
保
が
蓄
積
し
、

現
預
金
の
保
有
も
増
加
し
て
い
る
。

　

現
預
金
比
率
と
収
益
の
関
係
を
み
る

と
、
投
資
を
積
極
的
に
行
う
企
業
で
は

よ
り
高
い
収
益
を
実
現
す
る
傾
向
に
あ

る
。
好
決
算
を
実
現
す
る
企
業
に
は
、

保
有
す
る
現
預
金
を
新
規
の
設
備
投
資

や
Ｍ
＆
Ａ
な
ど
に
積
極
的
に
活
用
し
、

資
金
効
率
の
向
上
と
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

に
つ
な
げ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。

　

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
創
出
は
、
潜
在

需
要
の
開
拓
を
通
じ
、
経
済
の
需
要
面
に

も
波
及
す
る
可
能
性
を
示
唆
し
て
い
る
。




